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１．背景と目的  

 企業が新しいアイデアや技術に基づく研究開発を

進める際，独自の限られた範囲のものを超えた研究

リソースを求めて開発プロセスをオープンにし，複

数のステークホルダー間で取り組むオープンイノベ

ーションが注目されている．また，行政が多様で新し

い政策を立案・実施する際，初期構想段階から外部の

産官学民に参画してもらうほうが有効に機能すると

考えられるようになった．一方で，市民の健康に対す

る意識が向上しており，直接的な健康政策だけでな

く，幅広い意味での健康をまちづくりのキーワード

に取り入れ，産官学民の連携を基にした新しい政策

手法で進めるべきであると考えられるようになった． 

そこで本研究は，その手法のひとつとして関心が

集まるリビングラボに着目し，健康まちづくりをテ

ーマとした効果的なリビングラボの方法論を対象と

する．中でも，異なる思惑を持つ産官学民が有効な議

論をするためのステークホルダー間の関係分析に注

目する．既存研究では，ステークホルダー間の関係を

評価する必要性について言及されているが，評価項

目とツールが示されているだけで，具体的に評価す

る方法が明確でない．そこで，ステークホルダー間の

関係を分析できる評価手法の開発を目的とする． 

２．既存のステークホルダー関係の評価手法  

 AccountAbility（2018）1）は，1995 年以来，企業，

非営利団体，政府が，倫理，環境，社会，ガバナンス

の各側面から説明責任を果たすことを支援してきた

組織である．最新の AA1000AP（2018 年版）の目的

は，アカウンタビリティとサステナビリティに関す

る評価，管理，改善，公開のための国際的な実践指針

を提供することであった．この中には，その指針とし

て，① Inclusivity：取組のテーマ設定と戦略的な対応

策の策定にステークホルダーの参加を可能とし，自

らが影響を与える人々と，自らに影響を与える人々

に対して説明責任を果たすこと，② Materiality：パフ

ォーマンスに実質的な影響を与える重要性の高いト

ピックを特定し，優先順位をつけること，③ 

Responsiveness：ステークホルダー間のコミュニケー

ションを通じてタイムリーかつ適切に対応すること，

④ Impact：経済，環境，社会，ステークホルダー，ま

たは組織自体に及ぼす多様な影響の度合い，が示さ

れている． 

 Taylor (2019)2）は，共有価値を生み出す方法を,次の

5 つのステップで説明している．① ENGAGEMENT 

STRATEGY：将来のエンゲージメントのビジョンと

狙いのレベルを設定し，過去のエンゲージメントを

見直すこと，② STAKEHOLDER MAPPING：ステー

クホルダーを特定し，優先順位をつけるための基準

を定義し，エンゲージメントメカニズムを選択する

こと，③ PREPARATION：長期的な目標に焦点を当て，

活動のためのロジスティックを決定し，ルールを設

定すること，④ ENGAGEMENT：エンゲージメント

自体を実施し，ステークホルダーの公平な貢献を確

保し，優先事項に集中しながら緊張感を和らげるこ

と，⑤ ACTION PLAN：フィードバックから，アク

ションを決定し，目標を再検討し，フォローアップと

将来のエンゲージメントのための次のステップを計

画する． 

 このような評価指針は，一般的なワークショップ

におけるもので，本研究がターゲットとする健康ま

ちづくりをテーマとしてリビングラボの評価として

は，集約統合が必要である．人々の個人的な関心と公

的な要素を含むまちづくりの両立が求められる点，

自分だけでなく関係の深い他者への責任が必要な点，

多様なステークホルダー間の調整能力が求められる

点，精神性や共創のステップに信頼が求められる点

などを考慮し，協力度，責任度，能力度，信頼度に集

約統合して，本研究を進めることとする． 
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３．実際の研究会への協力度評価適用  

1) 適用評価の概要 

 本稿では，２で整理したもののうち協力度に着目

し，実際の研究会への評価適用を行った． 

 適用対象は，吹田市における新しい公園のあり方

を検討する「パークウェルビーイング構想研究会」で

あり，公園を活用した自身のサービス事例を展開し

たい「企業Ａ」，市公園を維持管理する「土木部公園

みどり室」，官に属する組織ではあるが利用者相談を

通じてそのニーズをよく把握している「千里花とみ

どりの情報センター」，公園政策に学術的なアイデア

の実装を目指す「関西大学」によって構成される．研

究会は，３回（2020 年 10 月 1 日，11 月 12 日，12月

22 日）行われており，実質的な議論が行われた２回

目，３回目を対象とする． 

2) 協力度評価のための抽出語リスト分析 

 研究会の議事録から各ステークホルダーの発言し

た単語の数え上げと，他のステークホルダーの主張

内容との関連に着目し内容分析を行った． 

 

 

 表１に示すように，当初は各ステークホルダーが

それぞれの参加意図に基づいた発言を行っていくが，

次第にそれぞれのステークホルダーの発言意図と自

身の発言内容を併せて行うようになり，特に，企業Ａ

の意図を踏まえながら，研究会全体の目標に向かお

うとするプロセスを伺い知ることができた． 

４．まとめ  

 リビングラボは，新しい政策技術などを比較的上

流の構想段階から，産官学民のコミュニェーション

によって検討していく手法であり，そのプロセスの

早い段階で求められるのがステークホルダーエンゲ

ージメントである．ワークショップ等で見られるア

イスブレークという側面だけでなく，互いの主張内

容や意図の共有，自身の狙いとの融合を目指す発言，

ワークショップ全体の狙いとの整合などを踏まえた

パフォーマンスが要求される．従来は，評価者が，ワ

ークショップの経緯や成果を見て，定性的・総括的に

そのパフォーマンスを評価してきたが，議事録等か

らの単語ひとつひとつの数え上げてと関連分析を行

うことで，例えば，本稿で着目した協力度に対する具

体的なパフォーマンス評価を行うことができた．抽

出語リスト分析を行うことにより，各ステークホル

ダーが「何について重きを置いているか」，「何を望ん

でいるか」などを明らかにすることができた． 

なお，今回の研究会はコロナ禍で市民の参加がで

きない状態で行われており，市民参加による影響を

考える必要がある．さらに，他の指針に対する，より

定量的，可視化可能な手法を開発し，有効性を検証す

ることが求められる．リビングラボの他の進んだ段

階での価値創造手法の評価手法も必要であり，ファ

シリテーターのパフォーマンスやプロセスデザイン

の評価体系の構築も必要であると考えている． 
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ステーク 
ホルダー 

第 2 回と第 3 回の研究会の比較 
第 3 回で変化した事 

企業 A（産） ・研究会の課題である公園・健康に 
ついての発言が増えた． 

・アイデアという単語が多く用いら 
れ，併せてその内容が具体的にな 
った．そして，それらが，企業 A 
自身が提供したいサービスに関す 
る言葉と併せて用いられた． 

千里花とみどり

の情報センター

（官） 

・発言単語数が多くなり，増えた割 
合に対し，単語種類が増えた割合 
が多い．「資源」，「日常」などの特 
定の単語を多く言うのではなく， 
議論内容にあった様々な単語を発 
言した． 

・企業 A に関する言葉が増えた． 

吹田市土木部公

園みどり室

（官） 

・課題・解決というような具体的な 
案を伴って用いる単語が増えた． 

・公園施設活用を中心に言及してい 
たが，公園と併せて企業 A が提供 
するサービスに関連する施設につ 
いて言及するようになった． 

関西大学（学） ・吹田市のインフラに関する話題を 
中心に話していたが，市民のため 
に何をすべきかについて話すよう 
になった． 

・企業 A に関する言葉が増えた． 

表１ 各ステークホルダーの抽出語リスト分析 
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